
令和５年２月定例会議提出案件資料（追加）

３月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

子育て世帯等臨時特別支援
事業費

３　民生費
　２　児童福祉費
　　１　児童福祉総務費

【こども家庭課】

補 正 額 665千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
665

〔事業目的〕
　元職員の公金詐取による国庫への返還に係る経費

〔事業概要〕
　返還金　　665千円

児童扶養手当

３　民生費
　２　児童福祉費
　　２　児童措置費

【こども家庭課】

補 正 額 36,847千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
36,847

〔事業目的〕
　元職員の公金詐取による国庫への返還に係る経費

〔事業概要〕
　返還金　　36,847千円



子育て世帯等臨時特別支援事業費について

健康福祉部こども家庭課

１．補正予算の概要

令和４年11月９日開催の議員全員協議会において報告した元職員による公金詐取のう

ち、「令和３年度　子育て世帯への臨時特別給付金」にかかる国庫補助（補助率：10／

10）について返還を行う。

また、返還に際し、当該給付金所管官庁の内閣府より納付日における加算金が示され

たことから、併せて返還を行う。

返　　還　　金：664,800円

　　　　　　　　（内訳：元職員による詐取額　600,000円、加算金　64,800円）

国庫補助受入日：令和４年３月28日

返 還 予 定 日：令和５年３月22日

２．令和３年度　子育て世帯への臨時特別給付金事業の概要

令和３年11月19日閣議決定された「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」にお

いて、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化しその影響が様々な人々に及ぶ中、子

育て世帯については、我が国の子供たちを力強く支援し、その未来を拓く観点から、児

童を養育している者の年収が960万円以上（注１）の世帯を除き、０歳から高校３年生ま

での子供たち（注２）に１人当たり10万円相当の給付を行うこととされ、本市では令和３

年12月24日に支給を開始した。

（注１）扶養親族等が児童２人と年収103万円以下の配偶者の場合の目安

（注２）平成15年４月２日から令和４年３月31日までの間に出生した児童

３．支給実績

　　支給額：1,699,550,000円

４．返還金に係る積算根拠

　返還金：600,000円

　加算金：返還額60万円×加算金率（年10.95％×360日÷365日）　64,800円



児童扶養手当について

健康福祉部こども家庭課

１．補正予算の概要

令和４年11月９日の議員全員協議会において報告した元職員による公金詐取のうち、

令和元年度から令和３年度の児童扶養手当にかかる国庫負担（補助率：１／３）につい

て、返還を行う。

　　返　　還　　金：36,846,480円

　　返 還 予 定 日：令和５年３月22日

２．児童扶養手当の概要

児童扶養手当法に基づき、父又は母と生計を同じくしていない児童が育てられている

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助けるために支給される手当

３．支給実績

　　令和元年度支給額：786,728,860円

　　令和２年度支給額：603,595,480円

　　令和３年度支給額：568,274,590円

４．返還金に係る積算根拠

年度
年度毎詐取額

（Ａ）

詐取に基づく返還金

（Ａ）×1/3　（Ｂ）

実績報告再提出に

伴う修正額（Ｃ）

返還額計

（Ｂ）＋（Ｃ）

令和元年度 30,210,160円 10,070,054円 430,863円 10,500,917円

令和２年度 34,298,800円 11,432,933円 ▲480,970円 10,951,963円

令和３年度 46,180,800円 15,393,600円 0円 15,393,600円

合計 110,689,760円 36,896,587円 ▲50,107円 36,846,480円

※　実績報告再提出に伴う修正額については、令和元年度においては、国庫負担金実績

　報告書の歳出戻入未済額の金額誤りにより交付金が過大に交付され、令和２年度にお

　いては同様に過小に交付されたことにより精算するもの。



令和５年２月定例会議提出案件資料（追加）

３月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

除雪対策事業費

８　土木費
　２　道路橋りょう費
　　２　道路維持費

　　　　【道路課】

補 正 額 166,547千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
166,547

〔事業目的〕
　冬期交通の安全確保のため、市道等の除雪を行う経費等

〔事業概要〕
　除雪等業務委託料　　166,547千円
　



令和４年度　除雪対策事業費（除雪等業務委託料）の概要

建設部道路課

１．令和４年度の除雪体制について

　①　除雪延長
　　　　車道　3,180路線（前年比±0路線）854.0㎞（前年比+0.8㎞）
　　　　歩道　　135路線（前年比±0路線）118.7㎞（前年比+0.5㎞）
                                                
　②　除雪車台数
　　　　車道除雪車　　　 253台（前年比＋ 6台）
　　　　歩道除雪車　　 　 45台（前年比＋ 5台）
　　　　凍結抑制剤散布車　 4台（前年比－ 1台）
　　　　雪捨場用除雪車　 　3台（前年比± 0台）
　　　　排雪用大型ロータリ 2台（前年比＋ 1台）
　　　　　合　計　　　 　307台（前年比＋11台）

２．令和４年度　道路除雪等業務委託　積算根拠　

　①　除雪稼動費として（12月 15日～1月31日まで）
　　　　除雪車全台出動　      2回
　　　　除雪車半数程度出動    4回
　　　　除雪車1/3程度出動   41回
　　　　

　　　　除雪稼動費合計　　２３３，８８２千円  

　②　排雪稼動費として（12月 15日～～1月31日まで）
　　　　見通しの悪くなった交差点の雪山や雪溜場雪山の除去（248箇所）

　　　　排雪費合計　　　　　２５，０００千円  

　③　２月１日以降の稼動費の想定として
　　　　除雪車全台出動　      3回
　　　　除雪車半数程度出動    2回
　　　　除雪車1/3程度出動    6回
　　　　
         交差点や雪溜場雪山の除去や排雪
　　　　農地等に押し込まれた雪山処理を想定

　　　　想定除排雪費合計　１４１，０００千円  

　④　待機料として
　　　　待機補償人件費及び機械損料

　　　　待機料合計　　　　　  １２７  ，４５８千円      

  ⑤　合計見積額　　　　　　５２７，３４０千円　　

◎　補正除雪委託料527,340千円－現計予算360,793千円　＝　補正      166,547      千円      


